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１．はじめに 

「新たな公」あるいは「準公」という概念に基づく取

り組みが，地域公共交通の現場で実践され始めている．

その１つの形として，バス運営主体がバス事業者から自

治体へ広がり，さらにNPO(Non Profit Organization)
や地域住民が中心的役割を担いつつある． 

 地域公共交通，とりわけバスの運営主体のあり方につ

いては，既に数多くの研究が蓄積されている．例えば福

本ら1)は全国の事例を整理し類型化することで，地域特

性や多様な制約の中で，実現可能な運営体制の選定を支

援するツールを提供している．さらに，多様な運行主体

を活用した地域交通確保の取り組みを紹介した谷本ら2)

の報告もある． 

 出口ら3)は，住民が主体的にバス運営に参加している

高千穂ふれあいバスの事業化プロセスを整理し，コミュ

ニティバスの成立要件を分析しており，住民が運営管理

に主体的に関わることが，地域の活力を高め得ることを

指摘している．また，バス事業への参加要因を定量的に

分析し，いかにすればバス事業への積極的参加を促せる

かを明らかにしている研究もある4)．一方で，筆者らも 

新潟県長岡市山古志・太田地区で運行されているNPO
会員制バスの会員を対象に，現在の参加型の運営体制か

ら，自らが立ち上げた組織への移行を想定した質問紙調

査を実施し，段階的な運営体制の移行に対する受容意識

を明らかにしている5)．以上のように，住民が主体とな

ったバス運営の成立条件に主眼を置いた研究は多数ある

が，交通サービスの利得を直接受けない周辺地域住民
．．．．．．．．．．．．．．．

（e.g.コミュニティバス運行地域外住民
．．．．．．．

）の視点に立っ

た研究は極めて少ない．しかしながら，コミュニティバ

スの運営は，運行欠損額の補てん等の運営補助が行われ

ているケースが多いことから，租税の負担者である周辺 
地域住民の意向を無視することはできないと考えられる．

このような着想に基づく研究としては，アクセス交通を 
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対象財とし，バスサービス水準が利他的な支払意志額に 
及ぼす影響を推計した研究6)が挙げられる．しかし，全

国的に住民主体のバス運営の動きが活発になる中で，バ

ス運営体制のあり方が，周辺地域住民の意向に及ぼす影

響についても議論する必要があると考えられる． 
 本研究では以上の認識に基づき，長岡市全域を対象に

紙面によるアンケート調査を実施し，バス運営主体の違

いが，当該バスサービスの直接的利得を受けない周辺地

域（これ以降，「非受益地域」とする）住民の受容意識

に与える影響を明らかにすることを目的としている．本

稿では以下，２．で研究の仮説，３．ではアンケート調

査の概要を述べる． 
 

２．仮説  

 バス運営主体の相違が非受益地域住民の受容意識に与

える影響を計測する手法として，CVM(Contingent  
Valuation Method)を援用する． 

 コミュニティバスのような交通サービスは，租税が投

入されているにも関わらず，非受益者の割合が極めて多

いことが想像でき，受益者は，ある種の「ただ乗り」状

態にあると言える1)．この状態に非受益者が不満を感じ

ているとすれば，非受益地域住民よりも受益地域住民の

方が，何かしらの負担
．．．．．．．

，すなわちカネや労力などを負担

している状況が，非受益地域住民のコミュニティバス運

行に対する肯定的態度を醸成する可能性もある．さらに，

自治体への信頼感がバス運営主体への態度に影響を及ぼ

すことも予想される．そこで本稿では以下のような仮説

を措定した． 

 

住民主体の運営は，自治体主体の運営と比べて非受益地域住

民のコミュニティバスに対する公平感を高め受容意識を高める．

さらに受容意識の高まりは金銭的協力意向を創発する内発的動

機を向上させ，支払意志額を高める． 

 

３．アンケート調査 

以上で述べた仮説を検証するために，長岡市全世帯か

ら無作為に抽出した2400世帯を対象に，郵送配布・郵

送回収によるアンケート調査を実施した（図１）． 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：朱色で網掛している３地域が公共交通空白地である．長岡市南部の

小国，山古志，川口地域では既にコミュニティバスが運行している． 

図１ 調査対象地域(長岡市) 

 

調査票は大きくはCVMに基づく項目と意識項目に分

かれる．CVM部分については，「長岡市公共交通基本

計画で公共交通空白地に指定されている３つの地域にコ

ミュニティバスを運行する」というシナリオを提示し，

これへの支払い意思額を問うものである．但し，運営主

体の相違が非受益地域住民の受容意識に与える影響を計

測するために，長岡市が運営主体となるシナリオ(以降，

「シナリオＡ」とする)と住民が主体となるシナリオ

（以降，「シナリオＢ」とする）の２種類を作成した．

支払形式については，追加的税金負担方式とし，１世帯

あたりの１カ月の負担額として回答を要請した．質問形

式は，回答者の負担が少なく比較的バイアスが小さいと

される二段階二項選択方式を採用した．但し，一段階目，

二段階目ともに「支払いたくない」と回答した場合に限

り，自由回答方式により，支払っても良い金額の回答を

要請した．提示金額は４パターン用意し，【初回提示額，

一段階高い金額，一段階低い金額】の順に，【300，50
0，100】，【500，700，300】，【700，900，500】，

【900，1000，700】とした．このように作成した８種

類（シナリオ２パターン×金額４パターン）の調査票

を300票ずつ均等に配布した． 

 シナリオＡとシナリオＢの回答者属性が同質であるこ

とを確認するために，個人属性および公共交通に対する

意識について６つの意識項目を用意し，それぞれ５段階

で評価する形式となっている．意識項目を表１に示す． 

 

４．おわりに 

本稿では，既存研究の整理を通して，バス運営主体

の違いが非受益地域住民の受容意識に与える影響を計測 

 

表１ 意識項目 

回答者の同質性を確認するための項目 
1)今後も現在利用している以上には，バスを利用するつもりは

ない．2)バスを維持していくことは，地域にとって大切なこと

である．3)公共交通の整備のために税金を使用することは公正

な施策である．4)自分がバスを利用しなくとも、自動車を利用

できない人のために，ある程度の追加的な金銭的負担をしても

いい．5)公共交通の整備は行政だけに頼るのではなく，地域住

民も協力すべきである．6)行政は、真剣に公共交通問題に取り

組んでいる．               （以上６項目） 
提示したシナリオの公正性 
長岡市の全世帯に金銭的な負担をお願いする施策は，公正な交

通施策であると思いますか．        （以上１項目） 
 

する必要性を指摘し，これを計測するためのアンケート

調査の設計フレームについてまとめた．講演時には，本

稿で措定した仮説の検証結果を併せて報告する． 
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